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期末評価結果 

 

 

大学名 北海道大学 

研究施設名 スラブ・ユーラシア研究センター 

拠点の名称 スラブ・ユーラシア地域研究にかかわる拠点 

認定期間 平成 22 年度～平成 27 年度 

 

１．拠点の目的・概要  

 

スラブ・ユーラシア（旧ソ連・東欧）地域に関する総合的研究を行い、この分

野の研究に従事する全国の研究者の利用に供することを目的とする。ロシア、シ

ベリア・極東、中央ユーラシア、東欧、地域比較の 5研究部門を置き、歴史、政

治、経済、国際関係、文学、言語、人類学、環境などの諸分野にまたがる全国的・

国際的共同研究を行う。当該分野で世界有数規模の蔵書を有し、日・英・露語な

どで多数の出版物を刊行している。 

 

 

２．総合評価 

（評価区分） 

 

Ｓ：拠点としての活動が活発に行われており、共同利用・共同研究を通じて

特筆すべき成果や効果が見られ、関連コミュニティへの貢献も多大であ

ったと判断される。 

 

（評価コメント） 

 

共同利用・共同研究拠点として、韓国・中国の関連学会を糾合し新たな学会を

組織するとともに、複数の大型研究プロジェクトを企画・運営するなど、研究者

コミュニティ全体へ貢献している点が高く評価できる。 

今後は、研究者以外の者を対象とした研究成果の発信の推進や、公募研究のう

ち個人研究については、若手人材育成、所蔵資料の利活用などにフォーカスを絞

るなどの検討が期待される。 
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３．観点毎の評価 

①拠点としての適格性 

（評価コメント） 

卓越した研究者が大型の競争的資金を獲得して、日本における当該分野の中

核的拠点として共同研究を実現しているほか、専門的な資料を蓄積し専門的な

支援人材を配置するなど適切な体制が整備されている。 

②拠点としての活動状況 

（評価コメント） 

多言語対応のホームページの開設等により国内外への情報提供に積極的に取

組むとともに、運営委員会委員の公私立大学教員の比率を増大させるなど運営

の公開性を高める努力がなされている。 

③拠点における研究活動の成果 

（評価コメント） 

研究者向けのシンポジウム等への参加者が多いほか、若手研究者の受賞者も

多い。共同利用・共同研究の成果として国際共著論文を含め多くの論文や著書

の業績が認められる。 

④関連研究分野及び関連研究者コミュニティの発展への貢献 

（評価コメント） 

日本ロシア東欧研究連絡協議会事務局を務めるほか、国際的なネットワーク

の構築、複数の学会大会の開催や学会誌の特集などを担当している。 

 

⑤中間評価結果のフォローアップ状況 

（評価コメント） 

地域比較と境界研究の二つの大型研究プロジェクトを通じて、新しい研究の

方向性を明確にしているほか、スラブ・ユーラシア地域以外の地域から共同研

究員を採択するなど積極的な改善が認められる。 

⑥各国立大学の強み・特色としての国立大学の機能強化への貢献 

（評価コメント） 

スラブ・ユーラシア研究は北海道大学の人文・社会科学系の最大の強みの一

つであり、また国際共同研究等の推進により同大学のグローバル化を牽引して

いる。一方で、拠点が発行している学術雑誌を国際的なものにするための具体

的なプロセスの明確化が望まれる。 

⑦第３期における拠点としての方向性 

（評価コメント） 

当該分野の国際拠点、他機関との連携等の方向性が明確であり、女性教員の

雇用や国際的な評価に向けての意欲的な試みは、単に大学のみならず、研究者

コミュニティ全体への利益をもたらすことが期待される。 
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期末評価結果 

 

 

大学名 東京大学 

研究施設名 史料編纂所 

拠点の名称 日本史史料の研究資源化に関する研究拠点 

認定期間 平成 22 年度～平成 27 年度 

 

１．拠点の目的・概要  

 

東京大学史料編纂所を「日本史史料の研究資源化に関する研究拠点」とし、

国内外に存在する日本関係史料について、全国・世界各地の研究者との共同調

査・共同研究を行い、これらの史料を研究資源として共同利用し、日本史研究の

質の向上を目指すことを目的とする。 

拠点は、古代・中世・近世・海外・複合の 5 つの領域ごとに研究課題を定め

て共同研究員を募る特定共同研究と、研究課題を募集する一般共同研究を設定

し、協議会を設けて、その審議に基づき採択決定した共同研究を行う。また拠点

は前近代日本史情報国際センターにおいて、前近代日本史料についての情報集約

と公開を進め、日本関係史料の全体的・系統的な研究資源化を進め、共同利用を

はかる。 

 

 

２．総合評価 

（評価区分） 

 

Ａ：拠点としての活動は概ね順調に行われており、関連コミュニティへの貢

献もあり、今後も、共同利用・共同研究を通じた成果や効果が期待され

る。 

 

（評価コメント） 

 

共同利用・共同研究拠点として、日本史史料の整備というミッションを掲げ

て、資料の収集、閲覧、データベースの公開を通じて、研究者コミュニティの発

展に貢献している点が評価できる。 

今後は、人材の流動性を高め、日本における当該分野の人材育成に貢献する

とともに、研究者以外の者を対象としたシンポジウム等をより積極的に開催する

ことが望まれる。 
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３．観点毎の評価 

①拠点としての適格性 

（評価コメント） 

日本史の史料編纂という点では日本の中核的研究拠点であるが、今後は、外

部資金の獲得や学外の大学院生の受入れ、人材の流動性について積極的な対応

が望まれる。 

②拠点としての活動状況 

（評価コメント） 

共同利用・共同研究の課題数及び参加者数は着実に増えている、特に公私立

大学からの受入数は倍増しており、広く関連研究者の参加促進を図っている点

が評価できる。 

③拠点における研究活動の成果 

（評価コメント） 

研究者を対象としたシンポジウム等については活発に行われている、今後

は、研究者以外を対象により積極的な取組が望まれる。また、論文数を増加さ

せるなど、より一層共同利用・共同研究の成果をあげることが望まれる。   

④関連研究分野及び関連研究者コミュニティの発展への貢献 

（評価コメント） 

全国に散在する前近代日本史料を集約して研究資源化する重要な役割を果

たしており、特に、全国の自治体の博物館や資料館等の人員が削減される中で

の当該拠点の貢献は評価できる。また、当該分野の国際化や融合化の面でも先

導的役割を果たしている。 

⑤中間評価結果のフォローアップ状況 

（評価コメント） 

利用者へのアンケート調査等により、研究者コミュニティからの意見を継続

的の取り入れている点は評価できる。今後は、当該拠点と現在関わりをもって

いない研究者コミュニティの意見も聴取することが望まれる。 

⑥各国立大学の強み・特色としての国立大学の機能強化への貢献 

（評価コメント） 

総合大学の強みを生かして文理連携や異分野連携を目指している点は評価

できる。今後は、更に、情報学の分野と連携を図ることで、従来の史学とは異

なる視点から発展を目指すことが期待される。 

⑦第３期における拠点としての方向性 

（評価コメント） 

従来の日本史の史料収集と研究資源化というミッションを継続しつつ、異分

野連携や地域の博物館等との共同研究による人材育成等に力点が置かれてい

る点が評価できる。 
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期末評価結果 

 

 

大学名 東京大学 

研究施設名 東洋文化研究所附属東洋学研究情報センター 

拠点の名称 アジア研究・情報開発拠点 

認定期間 平成 22 年度～平成 27 年度 

 

１．拠点の目的・概要  

 

アジア研究のための基礎的インフラを提供するアジア資料・情報学の拠点とし

て、（1）アジア多言語文献資料研究、（2）アジア諸地域の造形資料研究、（3）ア

ジア比較社会情報研究の三分野において、研究所・センターが蓄積してきた資

料・情報・データベースをさらに拡充・整備するとともに、共同利用・共同研究

の枠組みの中で、所外・センター外の研究者との共同研究事業を積極的に推進し、

その成果のフィードバックを通じて国内外のアジア研究の発展に貢献する。 

 

 

２．総合評価 

（評価区分） 

 

Ｂ：拠点としての活動は行われているものの拠点の規模等と比較して低調で

あり、作業部会からの助言や関連コミュニティからの意見等を踏まえた

適切な取組が必要と判断される。 

 

（評価コメント） 

 

共同利用・共同研究拠点として、中間評価の結果を受けて、研究所の一部を拠

点化するという制度的特徴と整合させながら、貴重な研究資料に関する情報発信

とその利用に焦点を当ててアジア研究を推進しており、外国機関からの受け入れ

を含めて共同利用・共同研究者が増加していることは一定の評価ができる。 

一方、現在の人員体制では、当該分野の中核拠点として機能するには不十分で

あり、拠点としての方向性についても的を絞り切れていない点は改善を要する。 

今後は、資料提供型の拠点として的を絞るなど拠点の規模に応じた明確な方向

性を定めるとともに、大学からの支援等による人員体制の強化や、研究所全体と

しての拠点化、同分野の他の研究施設とのネットワーク型拠点の形成等、その体

制について再検討する必要がある。 
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３．観点毎の評価 

①拠点としての適格性 

（評価コメント） 

受賞歴から研究者の卓越性は一定の評価ができるが、人材の流動性が低く、

科研費等の外部資金の獲得がないことについては改善を要する。また、専任教

員が 0 名から 2 名に増加したことは一定の評価ができるが、当該分野の中核拠

点として機能するためには、体制の強化が必要である。 

②拠点としての活動状況 

（評価コメント） 

資料を利用することに焦点を当てた共同研究の推進により、受け入れ研究者

数が外国機関からの研究者を中心に増加している点は評価できるが、共同研究

の支援体制を充実させる必要がある。 

③拠点における研究活動の成果 

（評価コメント） 

研究者を対象としたシンポジウムが増加している点は評価できるが、共同研

究によって大きな成果が得られたとは判断できない。また、資料の整備につい

てより一層の努力が必要である。 

④関連研究分野及び関連研究者コミュニティの発展への貢献 

（評価コメント） 

国際的なコミュニティの意見聴取に努めており、データの提供という点では、

関連コミュニティの発展に一定の貢献が認められるが、より一層の発展に向け

て、さらなる取組が必要である。 

⑤中間評価結果のフォローアップ状況 

（評価コメント） 

中間評価での指摘に対して、一定の改善は認められるが、専任教員を 0 名か

ら 2 名に増加させただけでは、当該分野の中核拠点となるには不十分であり、

拠点の方向性についても的を絞り切れていない点については改善を要する。 

⑥各国立大学の強み・特色としての国立大学の機能強化への貢献 

（評価コメント） 

国際共同研究ハブ拠点として,教育研究面でアジア諸国の学術研究機関との

連携を図っており、国際化や女性比率という点での貢献は高い。 

 

⑦第３期における拠点としての方向性 

（評価コメント） 

アジア資料・情報学の拠点として、学術資料の公開・発信・充実に努める意

向であり、女性教員の積極的採用、一般向けの公開講座の開催等による地域貢

献、海外著名外国人のポスト恒久化による国際化という方向性は評価できるが、

センターそのものを機能強化する必要がある。 
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期末評価結果 

 

 

大学名 東京大学 

研究施設名 社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センター 

拠点の名称 社会調査・データアーカイブ共同利用・共同研究拠点 

認定期間 平成 22 年度～平成 27 年度 

 

１．拠点の目的・概要  

 

本拠点は、社会調査データの保存・公開を主な事業とする社会調査・データ

アーカイブ研究センターを基礎として、実証的社会科学研究のためのインフラ

構築と共同利用・共同研究の推進を目的とする。具体的には、データアーカイ

ブの運営（調査基盤分野）・社会調査の実施（社会調査分野）・二次分析の推進

と研究者養成（計量社会分野）・東アジアのデータアーカイブとの連携（国際調

査分野）、の 4分野で事業を構成する。 

 

 

２．総合評価 

（評価区分） 

 

Ａ：拠点としての活動は概ね順調に行われており、関連コミュニティへの貢

献もあり、今後も、共同利用・共同研究を通じた成果や効果が期待され

る。 

 

（評価コメント） 

 

共同利用・共同研究拠点として、日本の社会調査データをアーカイブとして保

存・公開し、研究者への提供を通じて日本の社会科学のレベル向上に貢献してお

り、調査データ保有数や総利用件数が増加するとともに、人材の流動性が確保さ

れており、学位を取得した大学院生も多い点が評価できる。 

今後は、全国の大学等研究機関が行った調査データの寄託が進むための方策や

国際水準の研究成果を生み出す工夫が望まれる。 
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３．観点毎の評価 

①拠点としての適格性 

（評価コメント） 

日本の社会調査のデータアーカイブとして、本拠点は広く認識され、人材

の流動性や競争的資金の獲得状況から中核的研究拠点として機能していると

評価できる。 

②拠点としての活動状況 

（評価コメント） 

学術資料の利用・提供については、様々な組織・機関から寄託されたデー

タを公開しており、総利用件数も順調に伸びており、共同研究拠点として高

い活動レベルを保っている。今後は、一般向けのシンポジウム等を積極的に

開催し、社会に情報を発信していくことが望まれる。 

③拠点における研究活動の成果 

（評価コメント） 

拠点外研究者による研究成果が顕著であり、国内トップクラスの学術雑誌

や優れた著書として研究成果が発表されている。今後は、研究成果を国際学

術誌にも積極的に発表していくことが望まれる。 

④関連研究分野及び関連研究者コミュニティの発展への貢献 

（評価コメント） 

社会調査データの保存と管理を行う拠点の一つとして研究コミュニティに

貢献しており、拠点外の研究者の業績が顕著である。今後は、全国の大学等

研究機関が行った調査データについて一層寄託が進むための方策が必要であ

る。 

⑤中間評価結果のフォローアップ状況 

（評価コメント） 

海外データアーカイブの日本における窓口としての機能強化が求められて

いるのに対して、オンライン化を進めている。英文ホームページも充実して

おり、海外研究者への貢献も果たしている。 

⑥各国立大学の強み・特色としての国立大学の機能強化への貢献 

（評価コメント） 

拠点のデータアーカイブを充実させること、共同研究の拡大、若手・女性

研究者の育成、データの教育利用を通じた学部・大学院教育への貢献は、東

京大学における機能強化の方向性として明確であり実証的な社会科学を支え

る基盤強化に貢献している。 

⑦第３期における拠点としての方向性 

（評価コメント） 

データアーカイブの拡充により調査データを利用した共同研究を拡大すると

ともに、日本の社会科学の研究水準の向上に貢献していくことが望まれる。 
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期末評価結果 

 

 

大学名 東京外国語大学 

研究施設名 アジア・アフリカ言語文化研究所 

拠点の名称 アジア・アフリカの言語文化に関する国際的研究拠点 

認定期間 平成 22 年度～平成 27 年度 

 

１．拠点の目的・概要  

 

今日、人類の 7割を超える人びと（世界総人口約 72 億人のうち 48 億人以上）

が暮らすアジア・アフリカ地域の多様な言語・文化のあり方を研究し、中長期的

には、21 世紀の地球の見取り図を描くうえで必要不可欠な、アジア・アフリカ

世界に関する新たな認識の枠組みを提供するための基盤形成に寄与する一方、こ

の地域の多様な言語・文化のあり方をモデルに、未来の多元的世界の発展可能性

を追求する。 

 

 

２．総合評価 

（評価区分） 

 

Ａ：拠点としての活動は概ね順調に行われており、関連コミュニティへの貢

献もあり、今後も、共同利用・共同研究を通じた成果や効果が期待され

る。 

 

（評価コメント） 

 

共同利用・共同研究拠点として、セミナー等を通じた次世代研究者の育成とと

もに、研究者以外を対象としたシンポジウム等による成果発信について積極的に

取組んでいる点が評価できる。 

今後は、国外研究者の受入に止まらず国際共同研究として研究成果を増加させ

るための取組を検討するとともに、研究所全体としての特徴を明確にすることが

期待される。 
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３．観点毎の評価 

①拠点としての適格性 

（評価コメント） 

言語多様性に関する国際共同研究や海外研究拠点を活用した研究成果があが

っているほか、ウェブ上で公開している種々のデータベースについても多くの

利用があり共同利用・共同研究の体制が整っている点が評価できる。 

②拠点としての活動状況 

（評価コメント） 

セミナーの開催や若手研究者ネットワークの支援等を通じた次世代育成のた

めの取組とともに、海外学術調査に伴う諸問題を議論するフォーラムの開催な

ど特徴的な取組が認められる。 

③拠点における研究活動の成果 

（評価コメント） 

研究者を対象としたシンポジウム等を活発に行っており当該分野の研究者コ

ミュニティの発展に貢献するとともに、研究者以外を対象としたシンポジウム

も多数開催されており社会に対しても一定の貢献を果たしている。 

④関連研究分野及び関連研究者コミュニティの発展への貢献 

（評価コメント） 

海外の諸言語の研究、一般向け言語研修、フィールドワーク研究方法論の分

野で先導的な役割を果たしている点が評価できる。 

 

⑤中間評価結果のフォローアップ状況 

（評価コメント） 

具体的な改善措置が取られている点は一定の評価が出来るが、応募件数が大

きく伸びているとは言い難く、引き続き、更なる質の向上に努めることが望ま

れる。 

⑥各国立大学の強み・特色としての国立大学の機能強化への貢献 

（評価コメント） 

東京外国語大学がアジア・アフリカに重点を置いた国際的教育研究拠点とな

るために、また国際化への対応についての貢献が大きく期待される。 

 

⑦第３期における拠点としての方向性 

（評価コメント） 

アジア・アフリカ言語やアジア・アフリカの諸問題の正確な理解を深めるこ

とで、アジア・アフリカ世界に関する新たな認識と価値の創出を展開する方向

性を持っている。 
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期末評価結果 

 

 

大学名 一橋大学 

研究施設名 経済研究所 

拠点の名称 「日本および世界経済の高度実証分析」拠点 

認定期間 平成 22 年度～平成 27 年度 

 

１．拠点の目的・概要  

 

○ 政府統計ミクロデータの利用環境を整備し、データ・アーカイブを拡充す

ることによって、利用可能な状態にあるデータに直結した実証研究を進め、

あわせて最先端の分析手法・理論の開発によって得られる確かな「知」をも

って、精度の高い政策評価・提言を行う。 

○ データ・アーカイブの整備・拡充と統計分析手法の開発を基礎に、日本と

アジアを中心とする世界経済の高度実証分析を深め、学界、官庁、中央銀行、

国際機関との連携融合を進めて、理論と実証の相乗的な研究効果を包括した

制度・政策研究を発展させる。 

○ 「アジア長期経済統計」（全 12 巻の予定）の作成、日本産業生産性データ

ベースの更新等に加えて、物価・資産価格のミクロデータ、高頻度データを

用いた研究を進展させ、物価プロセスの変容、金融政策の運営、金融リスク

管理の分析等、現代の喫緊の課題の探求に資する。 

 

 

２．総合評価 

（評価区分） 

 

Ａ：拠点としての活動は概ね順調に行われており、関連コミュニティへの貢

献もあり、今後も、共同利用・共同研究を通じた成果や効果が期待され

る。 

 

（評価コメント） 

 

共同利用・共同研究拠点として、政府統計のミクロデータの整備・提供をはじ

めとして、様々な統計を世界の研究者に利用可能にしていること、それらを用い

た多くの共同研究の推進、学術雑誌の編集刊行、優れた研究成果の創出などを通

じて研究者コミュニティに貢献している点が評価できる。 

今後は、運営委員会における学外委員の割合を増やすとともに、京都大学経

済研究所や大阪大学社会経済研究所との連携強化を検討することが望まれる。 
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３．観点毎の評価 

①拠点としての適格性 

（評価コメント） 

競争的資金の獲得状況も良好であり、学内外から大学院生を多数受け入れて

おり若手研究者の人材育成にも貢献している点が評価できる。 

 

②拠点としての活動状況 

（評価コメント） 

重要なデータベースが数多く公開されており、共同利用・共同研究課題の応

募・採択数や参加人数も増加しており、国内外に開かれた共同利用拠点となっ

ている点が評価できる。 

③拠点における研究活動の成果 

（評価コメント） 

研究者を対象としたシンポジウム等が活発に行われているほか、共同研究の

成果は国際的な学術誌に掲載されておりインパクトのある研究も多く評価でき

る。 

④関連研究分野及び関連研究者コミュニティの発展への貢献 

（評価コメント） 

グローバル COE などの共同研究で中心的役割を担うほか、拠点によるデータ

公開を積極的に行い、日本の長期経済統計をはじめ公的統計ミクロデータの利

用を推進している点が評価できる。 

⑤中間評価結果のフォローアップ状況 

（評価コメント） 

海外在住者の政府個票ミクロデータの利用に道を開いているほか、新たな公

募のスキームを構築し、より多くの研究者の参加を可能にするなど共同研究の

範囲を広げる努力をしている点が評価できる。 

⑥各国立大学の強み・特色としての国立大学の機能強化への貢献 

（評価コメント） 

政府個票データや長期経済統計データを含むデータベースを拡充すること

で、一橋大学の研究資源の充実に貢献している。また、海外の若手研究者を招

へいするなどして国際共同研究ネットワークの拡充にも貢献している。 

⑦第３期における拠点としての方向性 

（評価コメント） 

国内外の機関との研究連携の推進、政府統計ミクロデータ等の公共財的提供、

産官学連携による制度設計や政策提言の方向性を示しており、大学としても国

際的な共同研究のハブ機能を担う部局として発展を促すとしている。 
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期末評価結果 

 

 

大学名 京都大学 

研究施設名 人文科学研究所 

拠点の名称 人文学諸領域の複合的共同研究国際拠点 

認定期間 平成 22 年度～平成 27 年度 

 

１．拠点の目的・概要  

 

世界的視野から複数文化の生成、変動、相互交渉等を研究し、地球社会の調和

ある共存に資する学術的知見を提供する。人文科学研究所は、「共同研究班」を

主要業務と位置づけ、文献会読の手法、フィールドワーク、現場主義の実践を通

じて独創的な成果を生み出してきた。拠点においては、課題の公募等による共同

研究を推進し、国内外におけるハブ的役割をさらに強化し共同利用の機能強化と

共同研究の支援を実施する。 

 

 

２．総合評価 

（評価区分） 

 

Ｓ：拠点としての活動が活発に行われており、共同利用・共同研究を通じて

特筆すべき成果や効果が見られ、関連コミュニティへの貢献も多大であ

ったと判断される。 

 

（評価コメント） 

 

共同利用・共同研究拠点として、文物・資料をデータベース化し公開すること

により、研究者コミュニティに貢献しており、共同研究も学外に開かれるととも

に、データの共同利用も積極的に行っている。また、共同研究に関する活動力が

高く、研究会を頻繁に開催し、多くの成果をあげている。 

今後は、日本の人文科学研究の拠点としてより機能を高めるために、人材の流

動性を高めることやグローバル化への対応を強化するとともに、他機関との連携

強化を検討することが期待される。 
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３．観点毎の評価 

①拠点としての適格性 

（評価コメント） 

日本の人文学研究の拠点であり、共同利用に供している資源は豊富で、デー

タベースも全国漢籍データベースなど利用頻度が高いものを有しており、多く

の共同研究を推進し、成果をあげている。 

②拠点としての活動状況 

（評価コメント） 

共同利用・共同研究の参加状況は、年度平均 523 名を受け入れ、その中には

公私立大学から平均 161 名、外国人平均 83 名が含まれており、共同研究の推進

体制が十分に整っている点が高く評価できる。 

③拠点における研究活動の成果 

（評価コメント） 

「近代東アジアにおける翻訳概念の展開」、「現代の起点 第一次世界大戦」

（岩波書店全 4 巻）、「漢簡語彙－中国古代木簡辞典」、「雲岡石窟」などの刊行

物は、いずれも極めて大きなインパクトがある成果であり、論文もインパクト

ファクターを持つ学術誌への掲載がみられる。 

④関連研究分野及び関連研究者コミュニティの発展への貢献 

（評価コメント） 

全国漢籍データベース、東方学デジタル図書館など、日本歴史学協会からの

要望への対応で大きな努力をしており、中国、台湾の研究機関からも高い評価

を得ている。 

⑤中間評価結果のフォローアップ状況 

（評価コメント） 

広く人文社会の諸分野に対して学術的成果を展開することが求められたこと

に対し、活動を外部に可視化するための基幹研究を立ち上げるとともに、京都

における学術研究資源の調査を始めることで、適切に対応されている。 

⑥各国立大学の強み・特色としての国立大学の機能強化への貢献 

（評価コメント） 

「みやこの学術資源研究・活用プロジェクト」により、学内外の諸機関と共

同して「京都学術資源調査」プロジェクトを組織し、京都大学の学術資源の調

査を進めるとともに、国際連携による近代日本・近代京都研究の研究拠点を目

指すこと及び若手研究者の人材育成、学際的研究、社会貢献という面で機能強

化に貢献することが期待される。 

⑦第３期における拠点としての方向性 

（評価コメント） 

文物・資料をデータベース化し公開することにより、人文情報学の拡充・深

化を目指しており、歴史や文化との接触を通して、一層、社会への貢献を図る

方向性を示している点が評価できる。 
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期末評価結果 

 

 

大学名 京都大学 

研究施設名 経済研究所 

拠点の名称 先端経済理論の国際的共同研究拠点 

認定期間 平成 22 年度～平成 27 年度 

 

１．拠点の目的・概要  

 

本事業は、経済研究所の特色とするマクロ経済動学を含む複雑系経済学、空間

経済学、ゲーム理論等の先端経済理論を中核分野とした共同利用・共同研究拠点

として、経済研究所の国際的研究拠点活動に基づき構築された国外・国内の研究

者ネットワークと研究資源を、一層幅広く、我が国の研究に提供して、先端経済

理論の国際的共同研究を推進し、国際的に経済理論研究に携わる研究者の育成を

望む研究者コミュニティの要望に応えようとするものである。 

 

 

２．総合評価 

（評価区分） 

 

Ａ：拠点としての活動は概ね順調に行われており、関連コミュニティへの貢

献もあり、今後も、共同利用・共同研究を通じた成果や効果が期待され

る。 

 

（評価コメント） 

 

先端経済理論に関する国際的な共同利用・共同研究拠点として、経済理論、数

理経済学、計量経済学などの多様な分野で、世界的な研究成果をあげるとともに、

多くの研究会の開催や国際学術雑誌の編集刊行を通じて日本の経済学研究の国

際発信に貢献している点が評価できる。 

今後は、競争的資金の獲得や人材の流動性を高めるとともに、当該分野の発展

に向けて一橋大学経済研究所や大阪大学社会経済研究所との連携強化を検討す

ることが望まれる。 

 



2 
 

３．観点毎の評価 

①拠点としての適格性 

（評価コメント） 

中核的研究者の存在と、先端的経済理論の国際的共同研究及び先端政策分析

研究センターでの政策分析と先端的経済理論の融合に成果をあげている点が評

価できる。今後は、競争的資金を積極的に獲得するとともに、人材育成という

観点から人材の流動性を高めることが望まれる。 

②拠点としての活動状況 

（評価コメント） 

私立大学やアジアの経済系研究機関と密接な関係を持つなど、他機関との連

携を推進するとともに、共同利用・共同研究においても公私立大学や外国人等

の受入も活発である点が評価できる。 

③拠点における研究活動の成果 

（評価コメント） 

多数の研究会の開催や国際学術雑誌の編集刊行を通じて日本の経済学研究の

国際発信に貢献している点が評価できる。 

 

④関連研究分野及び関連研究者コミュニティの発展への貢献 

（評価コメント） 

共同研究や研究集会の開催を通じた若手研究者育成、国際カンファレンスの

地方開催や国際学術誌刊行により日本の経済理論研究のレベルを高めることに

貢献している。今後は、データの共同利用の促進についても期待したい。 

⑤中間評価結果のフォローアップ状況 

（評価コメント） 

一部のシンポジウムの参加者数に一定の増加は見られるが、全体として研究

者向け及び一般向けのシンポジウム等の開催実績に大きな変化は見られないた

め、引き続き、参加者の拡大に向けた取組が望まれる。 

⑥各国立大学の強み・特色としての国立大学の機能強化への貢献 

（評価コメント） 

若手・女性・外国人という研究者育成にテニュアトラック制度を拡充すると

いう具体案がある点が評価できる。また、国際的研究を推進することで大学の

国際化に貢献するという点も期待される。 

⑦第３期における拠点としての方向性 

（評価コメント） 

市場の質理論の構築など意欲的な計画を実行し、国際学術誌 4 誌の編集・発

行等を通じて経済理論の発展を促すことが期待される。また、グローバル化と

人材育成について当該分野の中核拠点としての貢献が期待される。 
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期末評価結果 

 

 

大学名 京都大学 

研究施設名 東南アジア研究所 

拠点の名称 東南アジア研究の国際共同研究拠点 

認定期間 平成 22 年度～平成 27 年度 

 

１．拠点の目的・概要  

 

東南アジア研究は今日の地球社会が直面する課題に先導的に取り組むべきで

あるという学術研究コミュニティからの強い要請に応えて、東南アジア研究を

飛躍的に発展させるために、東南アジア研究の国際共同研究拠点を形成し、地

球共生パラダイムの構築を目指す先進的な文理融合型の共同研究・共同利用を

推進することを目的とする。 

 

 

２．総合評価 

（評価区分） 

 

Ｓ：拠点としての活動が活発に行われており、共同利用・共同研究を通じて

特筆すべき成果や効果が見られ、関連コミュニティへの貢献も多大であ

ったと判断される。 

 

（評価コメント） 

 

共同利用・共同研究拠点として、外部資金を得て大型プロジェクトを推進しな

がら、文理融合による独自の分野を開拓し、優れた研究成果を上げている。また

それらの成果発信に際して若手研究者の育成が果たされている点が高く評価で

きる。 

今後は、学外の大学院生を含めた若手研究者の育成や人材流動性を高めるなど

して当該研究分野の人材育成に更に貢献していくことが期待される。 
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３．観点毎の評価 

①拠点としての適格性 

（評価コメント） 

一人あたりの外部資金獲得金額も高く卓越した研究者集団であると評価でき

る。今後は、特徴的な学術資料のデータベースについて、共同利用の範囲を広

げるためにオープンアクセスにするなどの検討が期待される。 

②拠点としての活動状況 

（評価コメント） 

共同利用・共同研究課題の応募・採択件数も着実に増加しているとともに、

アジアにおける国際コンソーシアムを設立するなど、東南アジア研究を先導す

る役割を果たしている点が評価できる。 

③拠点における研究活動の成果 

（評価コメント） 

研究者を対象としたセミナー等や同利用・共同研究活動が発展したプロジェ

クトも多く活発な活動が認められる。また、研究者以外を対象としたシンポジ

ウム等にもたくさんの参加者が得られ様々な成果公開により社会連携が行われ

ている。 

④関連研究分野及び関連研究者コミュニティの発展への貢献 

（評価コメント） 

新分野の創出や、国際ネットワークの構築、同研究の公募を通じて国内外の

研究者コミュニティの発展に貢献している。 

 

⑤中間評価結果のフォローアップ状況 

（評価コメント） 

研究者以外の者を対象としたシンポジウムの開催や参加者が増加しており、

社会連携が果たされている。 

 

⑥各国立大学の強み・特色としての国立大学の機能強化への貢献 

（評価コメント） 

東南アジアとの学術交流に焦点を当てた国際化対応、即ち、当該拠点の特徴

に照準をあてた本来的な機能強化への貢献に的が絞られている点が評価でき

る。 

⑦第３期における拠点としての方向性 

（評価コメント） 

京都大学地域研究統合情報センターとの統合によって地域研究機能の集積化

が期待される。 
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期末評価結果 

 

 

大学名 京都大学 

研究施設名 地域研究統合情報センター 

拠点の名称 地域情報資源の共有化と相関型地域研究の推進拠点 

認定期間 平成 22 年度～平成 27 年度 

 

１．拠点の目的・概要  

 

目的：拠点申請施設の設置目的に沿って、以下の 3つのミッションを推進する。 

① 地域に関する情報資源の共有化システムの開発 

② 地域横断的な相関型地域研究の推進 

③ 情報学を応用した地域情報学の構築 

概要：上記①～③の目的を遂行するため、地域横断的な研究課題ならびに地域

研究情報資源の全国的な共有化や次世代育成に関わる共同研究を全国の地

域研究関連組織や研究者コミュニティに開かれた体制のもとに実施する。 

 

 

２．総合評価 

（評価区分） 

 

Ａ：拠点としての活動は概ね順調に行われており、関連コミュニティへの貢

献もあり、今後も、共同利用・共同研究を通じた成果や効果が期待され

る。 

 

（評価コメント） 

 

共同利用・共同研究拠点として、地域情報資源の共有化システムを中核とす

る地域研究情報基盤を開発し、他の研究機関とデータベースを共有して共同研究

を進めており、その成果が出始めている。また、地域研究コンソーシアムの事務

局を担い、日本の地域研究関連の学会との連携と研究の振興に寄与しつつ、災害

対応の地域研究や地域情報学等の新しい学術分野の開拓という顕著な成果をあ

げており、センターとしての機能を強化している点が評価できる。 

今後は、開発された地域研究情報基盤の改善や有効利用の促進を通じた研究

成果の創出とともに、東南アジア研究所との統合後も拠点としての機能が維持さ

れることが望まれる。 
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３．観点毎の評価 

①拠点としての適格性 

（評価コメント） 

地域研究に関する 51 のデータベースの統合検索を可能にする共有化システ

ムを中核とする地域研究情報基盤を整備し、相関型地域研究、地域情報学の展

開による成果をあげるとともに、競争的資金の獲得状況も良好である点が評価

できる。 

②拠点としての活動状況 

（評価コメント） 

地域研究コンソーシアムの事務局を担っているほか、運営委員会の学外委員

比率も高く、コミュニティの意見を取り入れる体制が整っている。地域研究情

報基盤の開発が遅れたため、拠点としての活動が活性化されたのは中間評価後

であるが、蓄積されたデータは汎用性が高いものとなっている。 

③拠点における研究活動の成果 

（評価コメント） 

共同利用・共同研究により国内外の機関との数多くの研究成果をあげるとと

もに、国際協力と防災などの注目すべきテーマの研究成果が発表されている点

が評価できる。  

④関連研究分野及び関連研究者コミュニティの発展への貢献 

（評価コメント） 

共同利用・共同研究の数多くの研究成果をあげるとともに、次世代支援ワー

クショップの拡大などによりコミュニティに貢献している。今後は、公開され

ているデータの利用者が少ない原因の究明と改善方策の検討が望まれる。 

⑤中間評価結果のフォローアップ状況 

（評価コメント） 

基礎となる地域研究情報基盤の構築と発信、使いやすい情報ツール、デジタ

ル化を前提とした地域研究の手法研究、相関型地域研究などの戦略的な取組み

が評価できる。研究者向けのセミナー等も充実しており、今後は、一般向けの

シンポジウム等に関して、より一層参加者の拡大が望まれる。 

⑥各国立大学の強み・特色としての国立大学の機能強化への貢献 

（評価コメント） 

京都大学の学術基盤発信への貢献、アメリカ大陸研究ハブによる同大学の地

域研究他部局の研究対象拡大、アジア時空間変動解析ネットワークの構築によ

るアジア地域への学術貢献などが期待される。 

⑦第３期における拠点としての方向性 

（評価コメント） 

地域研究に最先端の手法を導入することにより、新たな学術分野の開拓や人

材育成に貢献することが期待される。また、同大学東南アジア研究所との統合

によって地域研究機能の集積化が期待される。 
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期末評価結果 

 

 

大学名 大阪大学 

研究施設名 社会経済研究所 

拠点の名称 行動経済学研究拠点 

認定期間 平成 22 年度～平成 27 年度 

 

１．拠点の目的・概要  

 

行動経済学は日本の社会経済制度の設計や経済政策に貢献できる可能性を秘

めている。しかし、この分野の重要な研究手法である大規模アンケートや経済

実験を個々の研究者が実施することは困難であり、組織的に実施したり、他の

研究者の研究をサポートする拠点が必要である。また、行動経済学は新しい分

野であるため、この分野の研究を日本で着実に進展させるために、1）その研究

とノウハウを蓄積して、日本に普及させ、2）日本の研究者が世界の研究者たち

と持続的に交流するハブになり、3）さらに若手研究者の育成の拠点となる大

学・研究機関が必要である。さらに、1大学に留まらず、広範に研究者を組織す

ることによって、より有効な政策提言が可能となる。 本拠点は、行動経済学

を中心とした経済学の研究拠点となって広く共同研究を組織すると同時に、そ

の発展に寄与することによって、研究者コミュニティと日本社会に貢献する。 

 

 

２．総合評価 

（評価区分） 

 

Ｓ：拠点としての活動が活発に行われており、共同利用・共同研究を通じて

特筆すべき成果や効果が見られ、関連コミュニティへの貢献も多大であ

ったと判断される。 

 

（評価コメント） 

 

共同利用・共同研究拠点として、行動経済学を定着させる上で非常に大きな

役割を果たし、海外の大学と雑誌を共同編集するとともに、インパクトファク

ターの高い学術誌掲載論文も多く、シニアから若手まで優れた研究成果を上げ

ている点が高く評価できる。 

今後は、共同研究者の受け入れ増加を図るとともに、京都大学経済研究所や

一橋大学経済研究所との連携強化を検討することが期待される。 
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３．観点毎の評価 

①拠点としての適格性 

（評価コメント） 

特徴的なデータベースや経済実験の実施場所である PC ラボを整備し多くの

研究者へ共同利用・共同研究の場を提供している点や、国内外の機関に専任教

員として転出するなど人材の流動性が良好である点が評価できる。今後は、共

同研究者への支援者数を充実させることが期待される。 

②拠点としての活動状況 

（評価コメント） 

プロジェクト形成過程を重視して、拠点外研究者との合意に基づきプロジェ

クトが形成されるという独自のシステムを構築している点が評価できる。 

 

③拠点における研究活動の成果 

（評価コメント） 

教員一人当たりの論文数が多く、インパクトファクターの高い学術誌や国際

学術誌への掲載も多数みられるなど、多くの優れた研究成果があがっている点

が評価できる。 

 

④関連研究分野及び関連研究者コミュニティの発展への貢献 

（評価コメント） 

経済学の国際的トップジャーナル等の学会誌の編集を行うとともに、アンケ

ート・データの公開等により研究者コミュニティの発展に貢献している。 

 

⑤中間評価結果のフォローアップ状況 

（評価コメント） 

データベースの種類増加に向けた取組を行い利用数も回復しており、引き続

き取組んでいくことが望まれる。成果公開については、一般向け講演会とオー

プンサイエンス化の両面から取組んでいる点が評価できる。 

⑥各国立大学の強み・特色としての国立大学の機能強化への貢献 

（評価コメント） 

拠点から多くの優れた若手人材を他研究機関に輩出するなど、女性・若手研

究者の育成及び国際研究ネットワークの構築により大阪大学の機能強化へ貢献

している。 

⑦第３期における拠点としての方向性 

（評価コメント） 

行動経済学の拠点として、伝統的な経済学で解決できない、成熟社会に求め

られる政策・制度設計等の複雑な課題に対応するとともに、国内外の研究ネッ

トワークを拡充し、若手・女性研究者の育成を推進することが期待される。 

 


